Ⅰ－２　代理による契約の締結
担当：中木・長岡・川上



（1） Xは、Yに対し、甲の返還を求めることができるか。
文責：川上

＜問題の所在＞
　XはYに対し、いかなる根拠に基づき、甲の返還を請求できるか。
民法は９９条において、「①代理人がその権限内において本人のためにすることを示してした意思表示は、本人に対して直接にその効力を生じる。②前項の規定は、第三者が代理人に対してした意思表示について準用する。」と定めている。まとめると以下のようになる。
代理の要件
1 代理人と相手方が契約を締結したこと（代理行為）
2 ①の際、代理人が本人のためにすることをしめしたこと（顕名）
3 ①に先立って、本人が代理人に対して、①の契約締結に代理権を授与したこと（代理権の存在）
代理の効果
代理行為によって行われた法律効果が本人に帰属する（他人効）
　また、民法は１１３条において、「①代理権を有しない者が他人の代理人としてした契約は、本人がその追認をしなければ、本人に対してその効力を生じない。②追認又はその拒絶は、相手方に対してしなければ、その相手方に対抗することができない。ただし、相手方がその事実を知ったときは、この限りでない。」と無権代理について定めている。
無権代理の要件

⇒代理の要件である上記②、③の要件は備わっているが、①の要件を欠く場合無権代理となる。
無権代理の効果

無効（113条1項）
無権代理行為の追認
　「追認は、別段の意思表示がないときは、契約のときにさかのぼってその効力を生ずる。ただし、第三者の権利を害することはできない。」（１１６条）
　無権代理の場合は、追認拒絶をしなくとも、代理行為は無効であるが、追認拒絶をすることにより、法律行為を確定させる意味をもつ。
＜あてはめ＞
　本件において、代理人Aは相手方Yとの間で、甲をYに譲渡する旨の契約を締結しており（代理の要件①充当）、さらにAはYに対し、母親Xから甲の処分について一任を受けたことを告げているので、顕名がなされていると言える（代理の要件②充当）。しかしながら、本人Xが代理人Aに対し委任した内容は、甲土地に抵当権を設定することであり、Aの弁済に代えて、甲をYに譲渡することではないので、明らかに権限外の行為といえ、代理権は認められず、代理人Aの行為は無権代理に相当する。
　したがって、AY間の法律行為は無効となるので、甲の所有権はXに帰属し、さらにXは甲土地の所有権に基づく登記抹消請求をYに対し主張できる。
　
　



＜問題の所在及びあてはめ＞
　いかなる場合にAY間の契約が成立したといえるか。
本件において、AY間における契約が有効であるためには、本人Xと代理人Aとの代理が代理行為の要件である、以下３要件
1 代理人と相手方が契約を締結したこと（代理行為）
2 ①の際、代理人が本人のためにすることをしめしたこと（顕名）
3 ①に先立って、本人が代理人に対して、①の契約締結に代理権を授与したこと（代理権の存在）
を満たさなければならない。
　しかしながら、Question（1）（a）にも述べたように、代理人Aの法律行為は、権限外と言えるので契約は成立させることはできない。
（イ） 109条による表見代理が成立するためには、どのような要件が必要か。本件ではその要件をみたしているか。その際、Aが、ⓓ委任状をYに示したときに、委任事項と受任者欄を空欄にしたままだったか、Aが委任事項に「甲の処分に関する一切の事項」、受任者欄に「A」と書き込んだうえで示したかどうかで、違いがあるか。

文責：長岡

民法109条

第三者に対して他人に代理権を与えた旨を表示した者は、その代理権の範囲内においてその他人が第三者との間でした行為について、その責任を負う。ただし、第三者が、その他人が代理権を与えられていないことを知り、又は過失によって知らなかったときは、この限りでない。 
１．意味

本当は代理権を与えていないのに、あたえたかのように相手方に表示した者は、有権代理と同様の責任を負うという趣旨である。

２．要件(相手方が主張・立証する積極要件)
　　①代理権授与の表示

　　　本人が他人に代理権をあたえた旨を表示したこと

　　（a）代理権授与表示の外観

　　　　　客観的にみて他人に代理権を授与したと評価される表示がなされることが必要である。

　　

（b）本人による表示行為

　　　　　客観的に代理権授与表示と評価される行為が、本人によっておこなわれたことが必要である。ここでは、どのような場合に本人が代理権授与表示をしたと評価されるかについて、争いがある。

　　　　

（ア）客観説(通説)　客観的にみて、本人が代理権授与表示をしたと評価される事態が存在すれば足りるとする。

　　　　　

（イ）主観説　本人がみずから代理権授与表示にあたる行為をしていることを認識していたことが必要だとする。

　　　

②表示された代理権の範囲内での代理行為

　　　　a)「 代理権を与えた旨を表示」された者が

b)「その代理権の範囲内において」

c)その表示を受けた「第三者」と代理行為をしたことである。

＜あてはめ＞

１）Aが、ⓓ委任状をYに示したときに、委任事項と受任者欄を空欄にしたままだった
　　委任事項と受任者欄が空欄のまま相手方Yに提示されており、Xが誰にどのような代理権をあたえる旨の表示をしたかわからないため、要件①をみたさない。

　　以上より、109条の表見代理は成立しない。

　　
２）Aが委任事項に「甲の処分に関する一切の事項」、受任者欄に「A」と書き込んだうえで示した
本人Xが交付した白紙委任状に「甲の処分に関する一切の事項」と書き込まれて相手方Yに提示されたことにより、Xは、甲の譲渡に関する代理権をAにあたええる旨の表示をYにしたといえるため、要件①をみたす。

そして、その代理権を与えられた旨表示されたAが、その代理権の範囲内において、表示を受けたYと甲のYへの譲渡という代理行為をしたため、要件②をみたす。

以上より、109条による表見代理が成立する。

（ウ） 110条による表見代理が成立するためには、どのような要件が必要か。本件ではその要件をみたしているか。その際、Aが、ⓓ委任状をYに示したときに、委任事項と受任者欄を空欄にしたままだったか、Aが委任事項に「甲の処分に関する一切の事項」、受任者欄に「A」と書き込んだうえで示したかどうかで、違いがあるか。また、この場合に、甲の時価が1億円程度、1億2000万円程度、2億円程度だったかで、違いがあるか。そのほか、Yが、資材の販売業者だったか、不動産業者だったか、金融業者だったかで、違いがあるか。
民法110条
前条本文の規定は、代理人がその権限外の行為をした場合において、第三者が代理人の権限があると信ずべき正当な理由があるときについて準用する。 
１．意味
110条は、無権代理の場合でも、相手方が代理人にそこまでの権限があると信じ、そう信じたことに正当の理由があるときに、本人に有権代理と同様の責任を認めている。
２．要件

　　①権限

　　　本人が特定の者に一定の「権限」をあたえていることが必要となる。

（1） 権限の意味―基本代理権の要否

この「権限」は代理権―法律行為をおこなう権限―にかぎられるか。

（a） 代理権限定説―基本代理権説(判例)

110条の権限は代理権にかぎられるとする。

（b） 代理権非限定説―基本権限説(多数説)

110条の権限は代理権にかぎられず、対外的に重要な行為をする権限であれば足りるとする。
　　

②権限の踰越

　　　権限踰越行為がなされたことが必要である。

その際、踰越の程度を斟酌するか。

（1） 踰越度斟酌否定説(判例・通説)

踰越の程度は問わない、つまりあたえられた権限と実際になされた行為とのあいだに同種性・同質性が存在する必要はないとする。

（2） 踰越度斟酌肯定説

　　　　　踰越の程度は「正当の理由」のなかで斟酌すべきだとする。
　　

③正当の理由

　伝統的な見解は、相手方の善意・無過失と同視する。

善意・無過失の判断構造
相手方が自称代理人に代理権があると信じたことに過失があったかどうかをどのようにして判断するか。

（ア）調査確認義務構成

自称代理人に代理権があるかどうかにつき、相手方が本人に調査確認すべきなのにそれをおこたった場合に、相手方に過失が認められ、正当の理由が否定されるとする。

　　１）徴憑重視説

　　　　判例は、一般論としては、自称代理人に代理権の存在を推測させる徴憑―実印、印鑑証明書、委任状、権利証等―があることを重視し、次のように考える。

　　　a）判断構造

　　　　ア）否定要因が存在しない場合　

　　　　　　自称代理人に代理権の存在を推測させる徴憑がある場合は、とくに代理権の有無について疑念を生じさせるに足りる事情ないかぎり、相手方に過失はなく、正当の理由が肯定される。　
　　　　　　　イ）否定要因が存在する場合

　　　　　　　　　代理権の有無について疑念を生じさせる事情がある場合は、相手方は本人に調査確認すべきであり、それをおこたれば正当の理由がないとされる。

　　　　　　b）否定要因

　　　　　　　ア）徴憑の疑念性　

代理人が有する徴憑に疑念がある場合。たとえば、関係書類に不備や改竄の形跡がある場合等。

　　　　　　　イ）代理人の疑念性

自称代理人に疑念がある場合。たとえば、実印等を所持していても、自称代理人が本人の家族等であり、実印を入手し濫用しやすい立場にある場合。

　　　　　　　ウ）利益相反取引

　　　　　　　　　代理行為によって自称代理人が利益を受ける場合。この場合は、自称代理人が自分自身のために代理人の立場を利用している可能性があるため、本人に調査確認することが要請される。

　　　　　　　エ）本人の不利益

　　　　　　　　　本人に重大な不利益を負わせる代理行為がなされている場合。この場合は、本人が本当にそこまでの不利益を負担する意思があるかどうか、調査確認することが要請される。

　　　　　　ｃ）相手方の人的要因

　　　　　　　　以上の確認調査義務の程度は、相手方によって異なる。とくに、相手方が金融機関である場合は、外部的徴憑があるときでも、他に代理権の存在を信頼するに足りる事情がないかぎり、一応本人に調査確認すべきだとされる。

＜あてはめ＞

　要件①について

Xは、Aに対して甲に抵当権を設定する権限をあたえているためみたす。

要件②について

Aは、Xからあたえられた甲に抵当権を設定をする権限を越えて、甲をYに譲渡したためみたす。

要件③について

1-a) Aが、ⓓ委任状をYに示したときに、委任事項と受任者欄を空欄にしたままだった

　　委任状の委任事項と受任者欄が空欄であることは、代理権の有無について疑念を生じさせる事情と言える。そして、そのような否定要因があったにもかかわらず、Yは調査確認をおこたったので、Yには正当の理由があったとはいえない。
1-b) Aが委任事項に「甲の処分に関する一切の事項」、受任者欄に「A」と書き込んだうえで示した

　　AはYに対して代理権の存在を推測させる徴憑（甲の権利証、Xの実印、印鑑証明書、委任事項に「甲の処分に関する一切の事項」、受任者欄に「A」と書き込んだ委任状）を示していて、とくに代理権の有無について疑念を生じさせるに足りる事情もないため、Yには正当の理由があったといえる。
2-a)甲の時価が1億円程度だった
　　AはYに対して代理権の存在を推測させる徴憑（甲の権利証、Xの実印、印鑑証明書、委任状）を示していて、とくに代理権の有無について疑念を生じさせるに足りる事情もないため、Yには正当の理由があったといえる。
2-b)甲の時価が２億円程度だった
　　甲の時価は2億円程度であるのに、1億円でYに譲渡する行為は、Xに重大な不利益を負わせるものである。この場合は、Xが本当にそこまでの不利益を負担する意思があるかどうか、Yは調査確認すべきであるのに、それをおこたったので、Yには正当の理由があったとはいえない。

2-c)甲の時価が1億円2000万円程度だった
　　時価1億2000万円の甲を1億円で譲渡することはXに不利益を負わせるものであるが、甲の時価が2億円の場合と比べて、Xに重大な不利益を負わせるものとまではいえず、とくに代理権の有無について疑念を生じさせるに足りる事情とはいえない。AはYに対して代理権の存在を推測させる徴憑（甲の権利証、Xの実印、印鑑証明書、委任状）を示していて、Yには正当の理由があったといえる。
3-a)Yが、資材の販売業者だった
　　AはYに対して代理権の存在を推測させる徴憑（甲の権利証、Xの実印、印鑑証明書、委任状）を示していて、とくに代理権の有無について疑念を生じさせるに足りる事情もないため、Yには正当の理由があったといえる。

3-b)Yが金融業者だった
　　Yは金融機関であるため、甲の権利証、Xの実印、印鑑証明書、委任状などの代理権の存在を推測させる徴憑があっても、一応Xに調査確認すべきであったのに、それをおこたったので、Yには正当の理由があったとはいえない。
3-c)Yが不動産業者だった
　　Yは金融機関ではないが、不動産業者という不動産取引に精通しているものであり、本件も不動産取引であったため、甲の権利証、Xの実印、印鑑証明書、委任状などの代理権の存在を推測させる徴憑があっても、一応Xに調査確認すべきであったといえる。そして、それをおこたったので、Yには正当の理由があったとはいえない。
以上より、Aが委任事項に「甲の処分に関する一切の事項」、受任者欄に「A」と書き込んだうえで示し、甲の時価が1億円程度または1億円2000万円程度で、Yが、資材の販売業者であれば要件③もみたし、110条の表見代理が成立する。

（c）　Yの主張をしりぞけるためには、Xはどのような主張をおこなう可能性があるか。
・109条の消極要件
（イ）２．の要件をみたす場合でも、自称代理人に代理権がないことを相手方が知っていたか、過失により知らなかったときは、表見代理は認められない。

相手方の悪意・過失の証明責任は、本人側が負う。

＜あてはめ＞

XとAは親子関係にあり、AはXの実印等を入手し濫用しやすい立場にあったのだから、YはXに確認すべきであったといえ、確認をおこたったことにつき過失があった。

よって、109条の表見代理は成立しない。
（2）Yがすでに甲をZに転売し、登記もZに移転していることが判明した場合に、XはZに対し、甲の返還を求めることができるか。
文責：中木Question(2)（a）
XがZに対して甲の返還を求めるための法律上の根拠およびその要件は何か。
民法99条1項

代理人がその権限内において本人のためにすることを示してした意思表示は、本人に対して直接にその効力を生ずる。

民法113条1項
代理権を有しない者が他人の代理人としてした契約は、本人がその追認をしなければ、本人に対してその効力を生じない。
まず、（1）（a）で検討したように、Xの代理人AがYとの間でなした売買契約は、代理権限外の無権代理行為であり、AY間の代理行為は無効である。この結果としてYは無権利者になる。Xは、Yに対して所有権に基づく登記抹消請求をすることができる。

本問では、Yが甲をZに転売し、登記も移転している。Xは、Yから甲を譲り受けたZに対しても甲の返還を求めることができるか。

＜あてはめ＞

　無権利者から譲り受けた者は有効に権利を取得することはできない。そのため、無権利者Yから譲り受けたZは無権利者である。Xは所有権にもとづいて、Zに対して甲の返還を求めることができる。

Question(2)（b）

Xの返還請求を拒絶するためには、Zはどのような主張をおこなう可能性があるか。
（ア）Zは、誰と誰との間で甲の処分がおこなわれたことを主張すればよいか。

＜あてはめ＞

Zは、Yから甲を譲り受け、登記を備えている。問題となるのは、XとYとの間で、甲の処分が有効になされているかである。Yが、Xから有効に甲を承継取得していれば、Zも有効に甲を承継取得することができる。よって、Zは、XとYとの間で甲の処分がおこなわれたことを主張する。

（イ）Zは、表見代理の成立を主張することができるか。
Zは、自らの表見代理の成立を主張できれば、たとえYが甲についての処分権限を持っていなかったとしても、表見代理の保護の対象となり甲を取得することができる。そこで、110条によって保護される「第三者」とは、無権代理行為の直接の相手方に限られるか、その転得者までふくまれるかについて争いがある。

【1】110条の「第三者」の範囲

　（1）限定説（判例）

　110条の第三者は、無権代理行為の直接の相手方にかぎられるとする。

表見代理制度とは、代理権がないのにあるかのような外観を信じた者を保護するための制度である。したがって、代理権があるかのような外観に対面しているのは直接の相手方である以上、110条により保護される第三者は直接の相手方にかぎられる。

　転得者は次のようにあつかわれる。

（ア）直接の相手方が善意無過失の場合

　　　　1）表見代理の成立

　　　　　直接の相手方Yが善意無過失であるため、表見代理が成立し、Yが甲の所有権を取得する。

　　　　2）転得者の承継取得

　　　　　Yが取得した甲の所有権を、ZはYとの契約にもとづき承継取得する。

（イ）直接の相手方が悪意ないし有過失の場合

　　　　1）表見代理の不成立

　　　　　110条の第三者であるYに悪意ないし過失があるため、表見代理は成立しない。したがって、Yは無権利者である以上、その転得者Zも、権利を取が原則である。

　　　　2）94条2項類推適用の可能性

　　　　ただし、Xが、Yに甲の所有権があるかのような外観があることを知りつつ放置した場合は、94条2項の類推により、善意無過失のZを保護することが考えられる。

（2）非限定説

110条を取引安全のための規定と考え、直接の相手方にかぎらず、その他の第三者も110条の第三者にふくめてよいとする。これによると、直接の相手方Yについて表見代理が成立しなくても、Zについて要件をみたすかどうかを判断すればよいことになる。

110条の表見代理制度によって保護される「第三者」は、代理権の存在を正当に信じた者である。他方で、不動産取引における転得者の信頼の対象は、前主名義の登記などによる「前主に権利あり」という外観である。そうであるならば、ここで110条によって保護される「第三者」に、転得者は含まれない。よって、110条の「第三者」とは、無権代理行為の直接の相手方にかぎられる、と考えるのが妥当である。

＜あてはめ＞

Zは、無権代理行為の直接の相手方Yから甲を譲り受けた者であり、直接の相手方ではない。そのため、Zは、110条の「第三者」に当たらず、表見代理の成立を主張することができない。

（ウ）そのほかに、ZはXの返還請求を拒絶するための法律構成として、どのようなものが考えられるか。その際、YがAと協議するときに、譲受けの手続きと譲り受けた後の処分方法に関して相談するために不動産業者Zに同席してもらい、Zのアドバイスにしたがって、YがXから甲を譲り受けたうえで、甲を１億2000万円でZに売却したという事情があったとした場合に、この事情は意味をもつか。


（イ）で触れたように、転得者Zは、110条の「第三者」に当たらない。それは、転得者の保護されるべき信頼の対象は、代理権を有することではなく、前主が権利を有することだからである。そのため、転得者Zの保護は、無権利者との間で権利取得をした者の問題としてあつかうべきことになる。そこで、94条2項を類推適用して保護することができるかを考えていく。まず、94条2項類推により保護されるかを考える前に、直接の第三者からの目的物を譲り受けた者（転得者）は94条2項の「第三者」に含まれ、保護されるのかが問題となる。

【1】94条2項の第三者

直接の第三者からの転得者も94条2項に規定されている「第三者」の範疇に入る。

転得者の権利取得の構成については、相対的構成と絶対的構成の対立がある。

①相対的構成説

94条2項は、善意の第三者に対抗できないというにすぎないから、善意の第三者からの転得者が悪意であれば、保護されない。

②絶対的構成説（通説）

　善意の第三者は絶対的・確定的に権利を取得し、その第三者から譲り受けた転得者は悪意であっても保護されるとする。これは、善意の第三者を保護するとした94条2項の趣旨に合致する。

【2】９４条２項類推適用の基礎づけ

　９４条２項を類推適用し、善意の第三者を保護するという考え方が確立している。それは、次のような考慮にもとづく。

①虚偽表示との類似性

虚偽の外観の存在について、真の権利者に何らかの意思的関与がある

②表見法理による基礎づけ

　　表見法理からいって虚偽表示の場合と同様にあつかう必要がある。この表見法理から導かれる原理には、以下の二つがある。

　（ａ）信頼原理

登記簿上には「第三者Yが真の権利者Xから甲を譲り受けた」という外観がある。この外観に対する第三者Zの信頼を保護する必要がある。

（ｂ）帰責原理

虚偽の外観を作り出した者は、そのことを原因として権利を失ってもやむをえない。

（1）権利証の交付と積極的関与の不存在
虚偽の外観を作り出したのが真の権利者ではなく、他人である場合は、94条2項の基礎にある帰責原理からすると、それだけでは類推の基礎がないことになる。したがって、ここで、94条2項を類推するためには、いったん作り出された外観が存続することについて、真の権利者に帰責性が要求されることになる。

虚偽の外観を作り出したのは、真の権利者Xではない場合に、Xに帰責性が認められるかどうかを判断する要因はいかなるものであるか。

（ａ）外観作出の帰責性

（ア）肯定要因――権利証等の交付

XがAに権利証等を交付していなければ、このような虚偽の外観は作出されることはなかったはずである。そのかぎりで、Xには、虚偽の外観の作出について帰責性を肯定する要因が存在する。

（イ）否定要因――積極的関与の不存在

　しかし、Xは、虚偽の外観作出に積極的に関与したわけではなく、９４条２項の類推を基礎づけるに足りるだけの帰責性があるかどうかは問題である。

1）外観作出意図の不存在

　　Xが権利証を交付したのは、Aのための抵当権設定の必要からであり、Xは、虚偽の外観を作出する意図がなかった。

　2）外観作出防止の困難

　　権利証交付の後に虚偽の外観が作出されるのを防止するのが、困難な状況にあった。

（ｂ）外観存続の帰責性

真の権利者から相手方への虚偽の移転登記がおこなわれた後、それと接着した時期に相手方から第三者への売却がおこなわれている場合、真の権利者が外観を放置していたということもできない。

【2】第三者の主観的要件――無過失の要否

以上の場合について、94条2項の類推により第三者が保護される要件として、無過失まで要求すべきかどうかについては争いがある。

（1）無過失不要説（判例）

第三者が保護されるためには、善意であればよいとする。真の権利者は、虚偽の外観作出に関与が認められる以上、権利を失ってもやむをえない、とする。

（2）無過失必要説

第三者が保護されるためには、善意無過失でなければならないとする。

（ａ）９４条２項の本来的適用についても無過失を要求する見解

94条２項の基礎にある表見法理からすると、９４条２項の本来的適用の場合はもちろん、その類推適用の場合も、第三者の信頼は正当なものであることが要請されるとする。

（ｂ）９４条２項の本来的適用については無過失を要求しない見解

94条２項の本来的適用の場合は第三者に無過失を要求しないとしても、９４条２項の類推適用の場面では、外観を他人が作出した場合にまで真の権利者に帰責性を認め、９４条２項を類推する可能性を認める以上、それによって第三者が保護を受けるためには無過失まで要求すべきであると考えられるからである。

以上より、94条2項の類推適用により、第三者が保護されるためには、①真の権利者に虚偽の外観の作出に帰責性があること、②虚偽の外観の存在、③第三者の善意無過失、が必要である。

＜あてはめ＞

Xは、2004年4月7日に、抵当権を設定するために、甲の権利証とXの実印および印鑑証明書のほか、委任事項欄と受任者欄を空欄にしたXの記名押印のある委任状をAに交付している。しかし、その後、2004年4月14日に、Aは、Yとの間でAのYに対する弁済に代えてXが甲をYに譲渡する旨の契約を締結し、甲の登記をYに移転している。（②）YがZに転売したのは2004年6月1日であるから、AY間の取引から1ヶ月以上経過している。1ヶ月あれば、XはAY間でおこなわれた取引についてAに尋ねるなどして確認をおこなうこともできた。このことからみれば、虚偽の外観の存在にXの帰責性があるといいうる。（①）Zは、AとYとが協議するときに、譲受けの手続きと譲り受けた後の処分方法に関して相談を受けるのに、同席している。契約の締結の場にいたのなら、不動産業者であるZは、Aに代理権があると信じるだけの徴憑があったとしても、一応Xに確認するべきであった。そうであるならば、Zには、過失があったといえる。したがって、94条2項の類推適用のための要件をみたさず、Zは94条2項の第三者として保護されない。

以上より、Zは、Xからの甲の返還請求を拒絶することができない。
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Aは、建設資材の取次業を営んでいたが、折からの不況のため、資金操りに窮するようになり、取引先Yに対する１億円の資金債務を期日（2004年3月31日）に弁済できなくなった。そこで、Aは、2004年4月1日に、Yに懇願して、2週間の猶予を取り付けたうえで、母親Xに支援を乞うことにした。Xは、夫と死別した後、夫の遺産として自宅の他土地甲（現在は空き地となっている）を相続し、近くに住むAの弟Bの介護を受けながら暮らしていた。Aは、事態を正直に伝えるとうまくいかないと考え、2004年4月7日にX宅を訪れ、Xに対し、新たに事業を拡張するため、知人Yから運転資金を借り入れる必要が生じたと説明し、ついてはどうしても担保が必要なため、Xが所有する甲に抵当権を設定してもらえないかと頼み込んだ。Xは、老齢のため、込み入った話は理解できず、Aが絶対に迷惑をかけることはないと力説することもあって、その場でAの依頼を了承し、Aのいうままに、ⓐ甲の権利証とⓑXの実印およびⓒ印鑑証明書のほか、ⓓ委任事項と受任者欄を空欄にしたXの記名押印のある委任状をAに交付した。


　その後、2004年4月10日に、Aは、Yに対し、ⓐ～ⓓを示しながら、母親Xから甲の処分について一任を受けたことを告げ、Yと協議したところ、Aの債務の弁済に代えて、甲をYに譲渡することになった。そこで、2004年4月14日に、AはXを代理して、AのYに対する１億円の債務の弁済に代えて、Xが甲をYに譲渡する旨の契約を締結し、甲の登記をYに移転した。


2004年7月1日になって、BがXから事情を伝え聞き、急いでAに問い合わせたところ、すでに甲がYに売却されていることが判明した。この場合に、Xは、Yに対し、甲の返還を求めることができるか。


Yがすでに2004年6月1日に甲をZに転売し、登記もZに移転していることが判明した場合はどうか。








設問


（１）Xは、Yに対し、甲の返還を求めることができるか。


（a） XがYに対して、「甲の返還を求める」とは、具体的に何を意味するか。また、その返還を求めるための法律上の根拠およびその要件は何か。


(b) Xの返還請求を拒絶するためには、Yはどのような主張をおこなう可能性があるか。


（ア）Xが甲をYに譲渡する旨の契約が成立したといえるためには、どのような要件が必要か。


（イ）109条による表見代理が成立するためには、そのような要件が必要か。本件ではその要件をみたしているか。その際、Aが、� eq \o\ac(○,ｄ)�委任状をYに示したときに、委任事項と受任欄を空欄にしたままだったか、Aが委任事項に「甲の処分に関する一切の事項」、受任者欄に「A」と書き込んだうえで示したかどうかで、違いがあるか。


（ウ）110条による表見代理が成立するためには、どのような要件が必要か。本件ではその要件をみたしているか。その際、Aが、� eq \o\ac(○,ｄ)�委任状をYに示したときに、委任事項と受任欄を空欄にしたままだったか、Aが委任事項に「甲の処分に関する一切の事項」、受任者欄に「A」と書き込んだうえで示したかどうかで、違いがあるか。また、この場合に甲の時価が１億円程度、１億2000万円程度、2億円程度だったかで、違いがあるか。そのほか、Yが資材の販売業者だったか、不動産業者だったか、金融業者だったかで、違いがあるか。


（ｃ）Yの主張をしりぞけるためには、Xはどのような主張をおこなう可能性があるか。


（２）Yがすでに甲を転売し、登記もZに移転していることが判明した場合に、Xは、Zに対し、甲の返還を求めることができるか。


（a）XがZに対して甲の返還を求めるための法律上の根拠およびその要件は何か。


（ｂ）Xの返還請求を拒絶するためには、Zはどのような主張をおこなう可能性があるか。


（ア）Zは、誰と誰との間で甲の処分がおこなわれたことを主張すればよいか。


（イ）Zは、表見代理の成立を主張することができるか。


（ウ）そのほかに、ZがXの返還請求を拒絶するための法律構成として、どのようなものが考えられるか。その際、YがAと協議するときに、譲受けの手続きと譲り受けた後の処分方法に関して相談するために不動産業者Zに同席してもらい、Zのアドバイスにしたがって、YがXから甲を譲り受けたうえで、甲を１億2000万円で売却したという事情があったとした場合に、この事情は意味をもつか。








Question　(1)(a)


XがYに対して「甲の返還を求める」とは、具体的に何を意味するか。また、その返還を求めるための法律上の根拠およびその要件はなにか。





Question (1) (b)　 Xの返還請求を拒絶するためには、Yはどのような主張をおこなう可能性があるか。


Xが甲をYに譲渡する旨の契約が成立したといえるためには、どのような要件が必要か。








民法94条1項


相手方と通じてした虚偽の意思表示は、無効とする。


民法94条2項


前項の規定による意思表示の無効は、善意の第三者に対抗することができない。
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